
 

 

熊本県創業者支援資金（再チャレンジ枠）実施要領 

 

（目的） 

第１ 国の全国統一制度により、過去に廃業の経験がある者が事業を挑戦するにあたって必要な資金

繰りの円滑化を図り、本県経済の活性化及び発展に資することを目的とする。 

 

（融資対象者） 

第２ 融資対象者は、事業を営んでいない個人で過去に廃業の経験（別表）があり、県内で再び事

業を開始するもので、次の(1)～(5)のいずれかに該当する者 

 (1) １か月以内に新たに個人事業を開始する具体的計画を有する者（産業競争力強化法第２条第

２０項第１号に規定する認定特定創業支援等事業により経済産業省令で定めるところにより支

援を受けた者（以下「特定創業支援等を受けた者」）は６月以内） 

 (2) ２か月以内に新たに会社を設立し、当該会社が事業を開始する具体的計画を有する者（特定

創業支援等を受けた者は６月以内） 

 (3)  個人事業を開始した日以後５年未満の者 

 (4)  会社設立の日（法人登記日）以後５年未満の者 

 (5) 上記の(3)に該当する者が会社を設立し、事業の譲渡により事業の全部又は一部を当該会社

に承継させる場合 

 

（資金使途） 

第３ 資金使途は、創業又は事業経営に必要な資金とする。 

 

（融資限度額） 

第４ 融資限度額は、3,500万円とする。 

 

（融資期間） 

第５ 融資期間は、１年以上10年以内（据置期間１年以内）とする。 

 

（貸付方法） 

第６ 貸付方法は、証書貸付とする。 

 

（返済方法） 

第７ 返済方法は、均等分割返済とする。 

 

（融資利率） 

第８ 融資利率は固定とし、下表のとおりとする。 

３年以内 年1.50％以内 

５年以内 年1.65％以内 

７年以内 年1.80％以内 

７年超 年1.85％以内 

 

（保証料率） 

第９ 保証料率は、年0.90％とし、0.55％に相当する額を県が補助する。 

   但し、会計参与を設置していることを登記により確認できる場合は0.1％を割引いた保証料率

を適用する。 

 

（担保） 

第10 担保は不要とする。 

 

（保証人） 

第11 保証人は、必要に応じて徴求する。ただし、法人代表者以外の連帯保証人は原則徴求しない。 



 

 

 

（申込先） 

第12 本資金の申込先は、県内各商工会議所、県内各商工会とする。 

但し、商工会議所法（昭和28年法律第143号。以下、「会議所法」という。）又は商工会法（昭

和35年法律第89号。以下、「商工会法」という。）に定める商工業者以外で、商工会議所又は商

工会で受付けることができない業種については、取扱金融機関が申込先となることができる。 

 

（必要書類） 

第13 本資金の申込時に必要な書類は、熊本県中小企業融資制度要項別表３に掲げる提出書類の他、

創業（再挑戦）事業計画書（様式１）及び資格要件申告書（様式２）とする。 

 

（責務及び報告） 

第14 本資金の借入れに当たっては、次の(1)～(4)のとおり取り扱うものとする。 

(1) 金融機関と商工会議所又は商工会は相互に連携し、中小企業者に対し、事業計画の策定支援及

び経営支援を行うものとする。 

(2) 融資のあっせんをした商工会議所又は商工会は中小企業者が融資を受けてから事業が安定する

までの間（原則３年間）経営支援を行うものとする。（但し、会議所法又は商工会法に定める商

工業者以外の場合は金融機関が行う。） 

(3) 中小企業者は融資のあっせんを受けた商工会議所又は商工会に対して年１回、事業計画の実施

状況を報告する。（但し、会議所法又は商工会法に定める商工業者以外の場合は金融機関に対し

て報告を行う。） 

(4) 中小企業者から報告を受けた商工会議所又は商工会は、金融機関と熊本県信用保証協会（以下

「保証協会」という。）に対し年1回、経営支援の実施状況と中小企業者の取組状況について報告

する。（但し、会議所法又は商工会法に定める商工業者以外の場合は、中小企業者から報告を受

けた金融機関が年１回保証協会に対して報告する。） 

 

 別表 

廃業の経験とは、次の①又は②のいずれかで、廃業又は解散の日から申込日までが５年未満のもの

をいう。 

②  過去に自ら営んでいた事業を、経営状況の悪化により廃止した経験を有するもの 

 ② 過去に経営状況の悪化により解散した会社の解散の日において、その会社の業務を執行す

る役員であったもの 

 

附 則 

１ この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 熊本県中小企業融資制度実施要領は廃止する。 

 

附 則 

１ この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

  



 

 

【創業者支援資金（再チャレンジ枠）】様式１ 

 

年　　月　　日

商号又は名称

氏名又は代表者名

熊本県創業者支援資金において、下記のとおり事業計画書を提出します。

※融資対象者(5)に該当する方は、会社設立前の個人事業について以下を記入してください。

　　ウ　土地・店舗を賃借するための権利金・敷金支払済みである。

　　エ　商品・原材料の仕入を行っている。

　　オ　事業に必要な許認可を受けている。

　　カ　事業に必要な許認可取得未了（許認可取得見込み（申請状況や取得予定時期等）を具体的に記入してください。）

　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　キ　その他（具体的に記入してください　　　　　　　　　 　　　  　　　　　　　　）

〔 会社 設立 予定 の場 合〕

出 資 者 ・ 出 資 額

事業協力者の住所・
氏名・勤務先

２．創業準備の着手状況〔下記の該当事項に○印を付けて下さい〕

　　ア　設備機械器具等発注済である。

　　イ　土地・店舗を取得するための頭金等支払済みである。

従業員数 　　　　　名
取
扱
品

仕
入
先

開業動機・目的

開業に必要な知識、
技術、ノウハウの習

得

※　創業する事業に関係する職歴・学歴・資格、特許・実用新案・意匠登録、創業に関する
　　 研修の受講状況等アピールできる事項を記入してください。

許　可　等
（種類） （根拠法）

[許可等取得が必要な場合] （許可・免許・登録・認証の別を記入） [取得すべき許可等の根拠法を記入（（例）食品衛生法）]

開業届出 有　　・　　無 開業年月日 　　　　年　 　　月　　 　日

業  　　　種 資　本　金
〔会社設立（予定）の場合〕

円

開業(予定)住所

電話　　　 　　　（　　　 　　）　　　　 　　　　

開 業 届 出（個人）
設 立 登 記（法人）

有　　・　　無
開業(予定)年月日 
設立(予定)年月日

　　　　年　 　　月　　 　日

創業（再挑戦）事業計画書
住所

１．事業概要

開  業  形  態 個人事業　・　会社事業
商     号 （個人）
会 社 名 （会社）



 

 
 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

１0．自己資金算定額

自
　
己
　
資
　
金
　
等

種 類 明　　　　細 金　　　　額

普 通 預 金 千円

定 期 性 預 金

設 備 充 当 等

有 価 証 券 等

入居保証金等

年間返済額の２年分
（２年以内のものは全額）

ヶ月 千円 千円

合　　　　　　　　　　　　　　計 ①

借 入 先 資金使途
残　　存

返済期間
年　間
返済額

合　　　　　　　　　　　　　　計 ②　　　　　　　　　　千円

自　己　資　金　額　（　①　－　②　）　　＝ ③　　　　　　　　　　千円

11．その他（計画に関する補足説明がありましたら記入してください）

借
　
入
　
金
　
等



 

 

 

  

活かすか等を具体的に記入してください。

〔既に会社を設立されている場合、会社を設立された方(創業者）が廃止、解散等の経験を

どのように活かしたかを記入してください。〕

12．廃止もしくは解散に至った経過や原因の詳細、またその経験を今回の開業にどのように



 

 

【創業者支援資金（再チャレンジ枠）】様式２         （原本保管機関：信用保証協会） 

 
 

 

　　 　開 始 す る 事 業

資格要件申告書

熊本県信用保証協会　　　御中 年　　　　月　　　　日

熊本県創業者支援資金・再チャレンジ枠の申込
みにあたり、以下のとおり申告します。

〔 申 込 人 〕

住 所

会 社 名

氏名又は代
表 者 名

【事業概要を記入してください】

開  業  形  態 個人事業　・　会社事業
商     号 （個人）
会 社 名 （会社）

開業(予定)住所

電話　　　 　　　（　　　 　　）　　　　 　　　　

　　とするか等を問うものではなく、例えば専業であるか兼業であるかにかかわらず、農林水産業なども含みます。

開 業 届 出（個人）
設 立 登 記（会社）

                   無　　・　　有
開業(予定)年月日
設立(予定)年月日

　　年　 　　月　　 　日

業  　　　種 資　本　金
〔会社設立（予定）の場合〕

円

＊別途｢創業・再挑戦事業計画書｣を提出してください。

事 業 経 験 に つ い て 　〔既に会社を設立されている場合、会社を設立した方(創業者）の事業経験についてお尋ねします〕

１．事業（注１)経験の有無について　〔該当項目に○印を付けてください〕

　（注１）事業の定義
　　　事業とは一定の目的をもって同種の行為を反復継続的に行うことをいいます。従って、規模の大小や業種、営利を目的

①　事業経験があります。　　　　　　　　　　　　②　事業経験がありません。

　　　（１．②に該当する方は以下記入不要です。）

２．事業経験の形態について　〔1で｢①あります｣という方は、該当項目に○印を付けてください〕

①　個人事業                    　　　　　　　　     ②　会社事業

３．廃業（注2）経験の有無について　〔該当項目に○印を付けてください〕

　（注2）廃業の定義
　　　　　・個人事業：事業を廃止すること　　　・会社事業：会社が解散すること

①　個人事業を廃止もしくは経営していた会社を解散した経験があります。

②　個人事業を廃止もしくは経営していた会社を解散した経験はありません。

　（３．②に該当する方は以下記入不要です。）



 

 

 


